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（漁業センサス） 

審 査 メ モ 

 

１ 今回申請された変更について 

 ○ 漁業センサス（以下「本調査」という。）について、今回、以下（１）～（４）に掲げ

る変更が予定されている。 

 

（１）調査系統の変更                       ２頁 

❶ 地方農政局等経由の調査票について、調査事務を民間委託化等するこ

とにより地方農政局等の業務負担を軽減 

 

（２）調査方法の変更                       ４頁 

❷ 調査員調査を主たる方法の一つとしている「漁業経営体調査票」につい

て、郵送提出も可能とするほか、それ以外の調査票について、基本的に、

郵送・オンライン調査に統一 

❸ 全ての調査票において、オンライン回答の方法を、農林水産省独自の申

請・届出システム（eMAFF）に統一 

 

（３）調査の実施期間の変更                    ６頁 

❹ 地方公共団体からの要望や、今後の民間委託化等を踏まえ、調査の実施

期間を拡大 

 

（４）調査事項の追加・変更                    ７頁 

❺ 利活用ニーズや制度改正等を踏まえ、調査事項を追加・変更 

 

  

資料２ 
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（１）調査系統の変更 

（変更内容） 

❶ 地方農政局等経由の調査票について、調査事務を民間委託化等することに

より地方農政局等の業務負担を軽減 

 

（審査状況） 

ア 前回調査では、本調査の調査票のうち、地方公共団体を経由して実施される漁業経

営体調査票（別添１①）以外の調査票（別添１②～⑥）については、農林水産省の地方

支分部局である地方農政局等（注）を経由して実施された。 

（注）「地方農政局等」とは、地方農政局、北海道農政事務所及び内閣府沖縄総合事務局農林水産センターをいう。 

イ しかし、農林水産省は、地方農政局等の職員が、今後大幅に減少し、これまでの調査

系統による実施が維持できないとの判断から、 

➢ 農林水産省本省が配布し、地方農政局等が取集を行っていた調査票（別添１②

④⑤）について、配布・取集とも民間委託化 

➢ 配布・取集ともに、地方農政局等を経由して行っていた調査票（別添１③⑥）に

ついて、配布は地方農政局等を経由せず農林水産省本省が直接配布し、取集のみ

地方農政局等が関与 

に変更し、調査の効率化と地方農政局等の業務削減を図ることを計画している（別添

１参照）。 

 

ウ また、この変更について、農林水産省は、本件の諮問に先立って開催した「2023 年

漁業センサス研究会」（以下「センサス研究会」という。）において、以下の旨を説明し

ており、変更自体について、特段の異議は示されなかった模様である。 

➢ 調査票②④⑤については、前回調査において、調査票を農林水産省本省から郵

送配布し、地方農政局等が郵送による取集を行ったが、特段の支障がなかった。こ

れを踏まえ、当該調査票については、調査客体が明確であることも踏まえ、郵送調

査であれば実施を民間事業者に委託しても支障ないと判断し、今回調査では民間

委託化する。 

➢ 民間委託化に当たっては、 

・ 回収率が低下しないよう、関係団体への丁寧な協力依頼を行うことで、民間 

事業者に調査が委託されたことを周知する。 

・ 報告者に対し、調査実施の周知を図るため、調査票の送付前に、調査実施を周

知するはがきを送付する。 

等を行う予定である。 

 

エ これらの変更については、地方農政局等の限られた人的リソースの中、これまでの

調査系統が維持できないことを踏まえ、これまでどおりに調査を継続するために行わ
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れるものであり、大きな異議はないが、民間委託をどのように行うかや、地方公共団

体の事務負担軽減への配慮等について、確認する必要がある。 

 

（論点） 

（ａ）調査系統が、地方公共団体経由と地方農政局等経由とで分かれているのは、ど

のような経緯なのか。 

（ｂ）調査票②④⑤について、調査系統を地方農政局等から民間事業者に変更するに

当たり、調査系統の円滑な移行を担保するために、どのような対応を予定してい

るか。 

（ｃ）委託する民間事業者は、どのように選定するのか。 

（ｄ）なぜ、民間委託化を一部の調査票にとどめているのか。調査票②～⑥全てを一

括して民間委託する方が効率的ではないのか。 

（ｅ）今回の変更は、専ら地方農政局等の負担軽減を図るものであるが、地方公共団

体の負担軽減について、どのような措置が予定されているのか。 

（ｆ）今回の変更により、報告者の母集団情報の整備方法・手順に変更はあるのか。

それは円滑に行えるのか。 
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（２）調査方法の変更 

（変更内容） 

❷ 調査員調査を主たる方法の一つとしている「漁業経営体調査票」について、郵送提

出も可能とするほか、それ以外の調査票について、基本的に、郵送・オンライン調査

に統一 

（審査状況） 

ア 前回調査では、本調査の調査方法は、別添１のとおり、調査票によって、様々な方法

が採用されていた。 

しかし、今回の変更により、漁業経営体調査票（調査票①）について、郵送による回

答も可能とするほか、それ以外の調査票について、基本的に郵送・オンライン調査に統

一する計画である（別添１を参照）。 

 

イ この変更理由について、農林水産省は、以下のとおり説明しており、センサス研究

会においても、特段の異議は示されていない。 

（ⅰ）調査票①については、円滑な統計調査の実施の確保と調査員の事務負担の軽減、

そして、コロナ禍により、報告者と対面しない形での調査の実施が求められる場面

が増えていることを踏まえたもの。 

（ⅱ）また、調査票③⑥については、調査員又は職員による対応も主たる調査方法とし

て用いていたが、調査系統の変更と同様、地方農政局等の人的リソースの制約を受

けて、郵送・オンラインを基本的な調査方法とするもの。 

※ 今回の変更で民間委託が計画されている調査票②④⑤については、前回も、郵送・

オンラインで行われていたことから、基本的に変更はない。 

 

ウ これらについて、円滑かつ効率的な調査実施や、民間委託化も踏まえたものであり、

大きな異議はないが、実施過程における運用等において、確認する必要がある。 

 

（論点） 

（ａ）調査票①のみ調査員調査を基本とする理由は何か。 

（ｂ）調査票①について、郵送やオンラインで回答された報告者の情報は、調査員な

ど調査現場で、どのように共有されるのか。 

（ｃ）調査票③⑥について、職員や調査員が対応する場合もあるとされているが、調

査員は、あらかじめ任用するのか。また、これまでの実績として、職員や調査員

の直接対応が求められることに、現有の体制で対応できるのか。 
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（変更内容） 

❸ 全ての調査票について、オンライン回答の方法を、農林水産省独自の申請・届出シ

ステム（eMAFF）に統一 

（審査状況） 

ア 前回調査では、別添１のとおり、オンライン回答の方法が、調査票ごとに「e-survey」

（政府統計共同利用システムを用いたオンライン調査システム）の利用と、電子メー

ルの利用に分かれていたが、今回の申請では、全ての調査票について、オンライン回

答の方法を、農林水産省の独自システムである、農林水産省共通申請サービス（以下

「eMAFF」という。）に統一する計画である（注）。 

（注）eMAFF とは、農林水産省が所管する法令に基づく各種申請・届出・報告に関する一括システムであ

り、農林水産省への手続だけではなく、農林水産省が所管する法令に基づく地方公共団体への手続

などについても包括的にカバーするものである。 

イ この変更について、農林水産省は、本調査において、前回及び前々回における e-

survey による回答率が約２％、前回における電子メールによる回答率が約 10％と伸び

悩んでいることを踏まえ、 

（ⅰ）報告者が一度 eMAFF に登録すれば、農林水産省が所管する法令に基づく申請や補

助金・交付金の申請に係る行政手続をオンラインで利用できることとなり、このこ

とを踏まえたオンライン回答率の向上が期待されるため、今回の調査で eMAFF を新

たなツールとして試行的に利用したいこと、 

を、eMAFF を導入する理由としている。 

 加えて、オンライン調査の方法を統一する理由について、 

（ⅱ）本調査において、前回調査では、調査票ごとにオンライン調査の回答が区々であ

ったところ、漁協等、複数の調査票において報告者となる者にとって、オンライン

調査の方法を統一することで、報告者負担の軽減が見込めること 

を理由としている。 

 

ウ これについて、統計調査のツールとして、e-survey 以外のシステムを用いること自

体は、政府において許容されているところであり、オンライン化の推進を図るための

試みとして、特に異議はないが、以下の事項について確認しておきたい。 

 

（論点） 

（ａ）eMAFF とは、どのようなシステムか。 

（ｂ）eMAFF を利用することによるメリットは何か。 

（ｃ）eMAFF で回答する場合の流れは、どのようなものか。また、サポート体制はどう

なっているか。 

（ｄ）e-survey と eMAFF を併用しない理由は何か。 

（ｅ）今後、農林水産省実施の他の統計調査についても、eMAFF を活用していくのか。 
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（３）調査の実施期間の変更 

（変更内容） 

❹ 地方公共団体からの要望や、今後の民間委託化等を踏まえ、調査の実施期間を拡

大 

 

（審査状況） 

ア 表１のとおり、前回調査においては、海面漁業調査及び内水面調査については、約

１か月、流通加工調査については、正月明けから３週間程度という期間で実施されて

いたが、今回調査では、実施期間をいずれも２か月に拡大するとともに、この期間内

において、地方公共団体及び地方農政局等において、地域の状況を踏まえ、調査票の

配布日及び報告者からの提出期限について、柔軟に設定することを許容する計画であ

る。 

 

 表１ 調査の実施期間の変更（案） 

 調査票 （参考） 

調査系統 

前回調査 今回調査（案） 

海 面 漁 業

調査 

①漁業経営体調

査票 

地方公共団体 

〔調査票の配布〕 

平成 30 年 10 月 15 日  

〔調査票の回収〕 

平成 30 年 11 月 20 日  

令和５年 10 月１日から 

11 月 30 日までの期間に実施（注） 

②海面漁業地域

調査票 

民間委託 

内 水 面 漁

業調査 

③内水面漁業経

営体調査票 

地方農政局等 

④内水面漁業地

域調査票 

民間委託 

流 通 加 工

調査 

⑤魚市場調査票 民間委託 〔調査票の配布〕 

平成 31 年１月 10 日 

〔調査票の回収〕 

平成 31 年１月 31 日 

令和５年 12 月１日から 

令和６年１月 31 日までの期間に実施
（注） 

⑥冷凍・冷蔵、

水産加工場調査

票 

地方農政局等 

（注）地方公共団体系統である調査票①、地方農政局等系統である調査票③⑥については、地域によって、調査票の

配布日及び提出期限が上記期間内において異なる。 

 

イ この変更について、農林水産省は、 

① 事務を担当する地方公共団体及び地方農政局等から、地域により経営体の所在や

数、漁業種別による繁忙期が異なることから、余裕を持った実施スケジュールで対

応してほしい旨の要望があること、 

② 今回の変更により、一部の調査票について民間委託することから、円滑な調査実

施と確実な回答の確保を図るためには、実施期間への配慮が必要であること、 

を踏まえた旨の説明をしている。 
 

ウ これについては、円滑な統計調査の実施及び事務負担への配慮という観点で、おお

むね適当であると考えるが、以下の論点について確認する必要がある。 
 

（論点） 

○ 調査票の配布日及び報告者からの提出期限について、柔軟に設定するとは、具体

的にどのような設定を許容するのか。 
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（４）調査事項の追加・変更

（変更内容） 

❺ 利活用ニーズや制度改正等を踏まえ、調査事項を追加・変更

（審査状況） 

ア 本件申請では、表２のとおり調査事項の追加・変更が計画されている（詳細につい

ては、別添２参照）。なお、削除される調査事項はない。 

また、調査事項の見直しに合わせた集計事項の見直しも計画されている。 

表２ 調査事項の追加・変更内容 

追加・変更内容 
調査票の 

該当番号 

別添２の 

該当箇所 

ⅰ）各国の水産エコラベル認証の取得状況を追加 ①－１：Ⅰ11

①－２：Ⅰ10

③－１：Ⅰ５

③－２：Ⅰ２

⑥ ：Ⅳ５

P.1

ⅱ）輸出金額の割合又は額を追加 ①－１：Ⅰ６

①－２：Ⅰ６

② ：Ⅳ

③－１：Ⅱ７、Ⅲ６

③－２：Ⅱ７、Ⅲ６

④ ：Ⅰ６

⑥ ：Ⅳ３

P.2

ⅲ）漁業共済等への加入状況を追加 ①－１：Ⅰ10

①－２：Ⅰ９

P.3

ⅳ）営んだ漁業種類の選択肢のうち、数が少ないものを

統合するとともに、養殖の区分を細分化 

①－１：Ⅰ１

①－２：Ⅰ１

③－１：Ⅲ２

③－２：Ⅲ２

P.4

ⅴ）資源管理・漁場改善の取組区分を把握する設問に、制

度改正を踏まえて選択肢を追加 

② ：Ⅰ１ P.5

（注１）「調査票の該当番号」欄において、①（漁業経営体調査票）及び③（内水面漁業経営体調査票）について枝

番号を付しているのは、個人経営体と団体経営体で調査票が異なるためである。 

（注２）本表では、時点の更新及びレイアウト等の形式修正は除外している。 

（注３）別添２においては、複数の調査票で同旨の追加・変更がある場合、うち１つを例示している。 

イ これらの変更について、センサス研究会では、各国の水産エコラベル認証の取得状

況を追加することについて、複数の委員から賛同する意見が見られたほか、今回の調

査事項の追加・変更に対して、異論は見られなかった。 

なお、センサス研究会では、これら以外の調査事項についても新規追加を求める意

見が寄せられたものの、農林水産省内で追加要望がなかった調査事項については追加

を計画しないといったように、必要性が一定程度精査されている。 

ウ これについて、追加する調査事項も多くなく、報告者に過度に負担をかけるものと

は認められないこと、既にセンサス研究会で必要性を一定程度精査していること、ま

た、変更内容についても、センサスにおける専門家の議論を踏まえたものであること

から、おおむね適当と考えられるものが多いが、特に追加する調査事項については、
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その背景、想定される利活用について確認する必要がある。 

 

（論点） 

○ 追加・変更する調査事項について、追加・変更の背景事情や、想定されている調

査結果の利活用を説明してください。 
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（審査メモ別添１）

前回調査 変更案 前回調査 変更案

①漁業経営体調査票
【配布】調査員

【取集】調査員、オンライン（e-survey）

【配布】調査員
【取集】調査員、郵送、オンライン（eMAFF）

②海面漁業地域調査票
【配布】農林水産省本省

【取集】地方農政局等
【配布・取集】民間事業者

【配布】郵送

【取集】郵送、オンライン（電子メール）

③内水面漁業経営体調査票 【配布・取集】地方農政局等
【配布】農林水産省本省

【取集】地方農政局等

【配布】郵送、調査員

【取集】郵送、調査員、オンライン（e-survey）、職員

④内水面漁業地域調査票
【配布】農林水産省本省

【取集】地方農政局等
【配布・取集】民間事業者

【配布】郵送

【取集】郵送、オンライン（電子メール）

⑤魚市場調査票
【配布】農林水産省本省

【取集】地方農政局等
【配布・取集】民間事業者

【配布】郵送

【取集】郵送、オンライン（電子メール）

⑥冷凍・冷蔵、水産加工場調査票 【配布・取集】地方農政局等
【配布】農林水産省本省

【取集】地方農政局等

【配布】調査員

【取集】調査員、オンライン（e-survey）

調査系統・調査方法の新旧対照表（調査票別）

海面漁業調査

内水面漁業調査

流通加工調査

調査方法

調査票調査区分

調査系統

【配布】郵送

【取集】郵送、オンライン（eMAFF）

※②④⑤については、郵送、オンラインで回
収できない場合は民間事業者の調査員が
回収

※③⑥については、郵送、オンラインで回収
できない場合は調査員や職員が回収

【配布・取集】都道府県・市区町村
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（審査メモ別添２） 

調査票の実質的な変更部分の新旧対照表 

 
《目次》 

ア 水産エコラベル認証の取得状況【追加】（調査票①②⑥） 

イ 輸出金額の割合又は額【追加】（調査票①②③④⑥） 

ウ 漁業共済等への加入状況【追加】（調査票①） 

エ 営んだ漁業種類、養殖種類の区分の統合・細分化【変更】（調査票①③） 

オ 資源管理・漁場改善の取組区分の追加【変更】（調査票②） 
 

ア 水産エコラベル認証の取得状況【追加】（調査票①②⑥） 

今回調査（案） 前回調査 変更理由 

（例：調査票①（個人経営体用調査票）） 

11月１日現在で取得している水産エコラベル認証について、当てはまるものをすべて

選んでください。 

なお、いずれの認証も取得していない場合は、「いずれの認証も取得していない」の

みを選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

水産基本計画（令和４年３月 25日閣議決定）に

おいて、持続可能な水産業の取組の一つとして水

産エコラベルの活用を推進することとされてお

り、施策検討に活用するとともに、次期水産基本計

画（2027 年）において漁業センサスの結果から得

られた水産エコラベルの普及状況を KPI とするた

めの追加 
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イ 輸出金額の割合又は額【追加】（調査票①②③④⑥） 

今回調査（案） 前回調査 変更理由 

パターン１：輸出金額の割合（調査票①③⑥） 

（例：調査票①（個人経営体用調査票）） 

 

過去１年間に漁獲・収獲した水産物を輸出している場合は当てはまるものをすべて選

んでください。 

また、輸出した水産物の販売金額または数量を把握している場合は、５に記入したす

べての水産物の販売金額に占める輸出金額の割合を記入してください。 

なお、輸出していない場合は、「輸出していない」のみを選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略（令和３年

12 月農林水産業・地域の活力創造本部改訂）の進

捗・評価等の指標として利用するとともに、今後の

施策検討に活用するための追加 

パターン２：海外向け出荷の金額（階級別選択）（調査票②④） 

（例：調査票②） 

 

過去１年間に漁業協同組合が行った海外向けの出荷（輸出）の販売金額（消費税込み）

について、当てはまるものを一つ選んでください。 

また、「10億円以上」の場合は、金額も記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略（令和３年

12 月農林水産業・地域の活力創造本部改訂）の進

捗・評価等の指標として利用するとともに、今後の

施策検討に活用するための追加 
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ウ 漁業共済等への加入状況【追加】（調査票①） 

今回調査（案） 前回調査 変更理由 

（例：調査票①（個人経営体用調査票）） 

 

11月１日現在で漁業共済、積立ぷらすに加入していますか。当てはまるものをすべて

選んでください。 

なお、どちらも加入していない場合は、「どちらも加入していない」のみを選んでく

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水産基本計画（令和４年３月 25日閣議決定）に

おいて求められている漁業共済制度の「持続的か

つ安定的な運営の確保」に係る進捗・評価等の指標

として利用するとともに、今後の施策検討に活用

するための追加 
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エ 営んだ漁業種類、養殖種類の区分の統合・細分化【変更】（調査票①③） 

今回調査（案） 前回調査 変更理由 

（例：調査票①（個人経営体用調査票）） 

過去１年間（令和４年 11月１日～令和５年 10月 31日）に行っ

た自家漁業の種類を以下の漁業種類からすべて選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去１年間に行った、すべての漁業種類について記入し

てください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①統合 

記入者の負担軽減及び

統計調査間の整合を図る

ため海面漁業生産統計調

査の漁業種類に合わせて

2018 年漁業センサス結果

において対象が少なかっ

た漁業種類を統合 

 

②細分化 

養殖業成長産業化総合戦

略（令和２年７月策定）の進

捗・評価等の指標として利用

するとともに、今後の施策検

討に活用するための細分化 

 

 

① 

 
① 

 

② 

 

② 

 

 

① 

 

① 

 

② 
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オ 資源管理・漁場改善の取組区分の追加【変更】（調査票②） 

今回調査（案） 前回調査 変更理由 

過去１年間（令和４年 11月１日～令和５年 10月 31日）に当該

漁業地区で漁業協同組合が行った資源管理・漁場改善の取組につ

いて、取組ごとに名称、参加した漁業経営体の数、対象の漁業種類

の番号を記入してください。また、取組区分について当てはまる

ものを一つ、漁業資源および取組内容について当てはまるものを

すべて選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去１年間（平成 29 年 11 月１日～平成 30 年 10 月 31

日）に漁業地区において漁業協同組合が行った資源管理・

漁場改善の取組について、取組ごと（資源管理計画、漁場

改善計画、その他）に記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020 年 12 月に施行され

た新漁業法に基づき現行

の資源管理計画を 2023 年

度末までに資源管理協定

に順次移行することとし

ており、過渡期の実態を把

握することにより、進捗・

評価等の指標として利用

するための追加 
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